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第 1章 緑の基本計画の概要 
１．緑の基本計画の概要 
１－１．計画の背景及び目的 
都市における緑とオープンスペースは、環境保全、レクリエーション、防災、景観構成等、多様かつ重要な機能を

有しており、このような緑とオープンスペースを保全、創出、育成することによって、自然と共生する緑豊かな都市を形
成し、安全で快適な質の高い生活環境を整備することができます。 
砂川市（以下「本市」という。）は、昭和 49 年の緑化都市宣言により”緑あふれる公園都市”の建設を推進す

べく「砂川市緑化推進計画」及び「砂川市緑のマスタープラン」を継続的に策定・改訂してきました。 
その後、「砂川市緑のマスタープラン」の計画期間終了を端緒として、それらの基本的な方針と整合を図りつつ本

市における緑地の保全や公園・緑地の適正な配置及び緑化の推進など、緑全般についての将来的なあるべき姿と、
それを実現するための施策を、総合的かつ横断的に推進することを目的として、平成 15 年 3 月に「砂川市緑の基
本計画」を策定しました。 
「砂川市緑の基本計画」は、その後、社会環境の変化に対応した緑の創出・保全を推進すべく、平成 24 年３

月に改訂しました（計画期間︓令和 2年度（2020年度）まで）。 
このたび、その目標年次を迎えるにあたり、昨今の少子高齢化の進展や持続可能な社会形成への対応、国や北

海道が示す「国土強靭化の推進」や「ゼロカーボンの達成」、「脱炭素社会の実現」といった防災、環境保全など緑
地に対して期待される機能が大きくなってきたこと等を踏まえ、本市における緑地の保全や緑化の推進に関して、そ
の将来像、目標、施策などを定め、これにより緑地の保全及び緑化の推進を総合的、計画的に実施することを目
的とし、10年後の令和 12年度（2030年度）を計画期間として本計画を策定します。 
  



2 

１－２．計画見直しの視点 
緑の基本計画の創設以前は、「都道府県による緑のマスタープラン」「都市緑化推進計画」があり、平成 6 年の

都市緑地保全法の改正によって２つの計画が統合され、都道府県だけではなく、市町村でも策定することが可能と
なりました。 
平成 16 年には美しい景観と豊かな緑を総合的に実現するため、景観緑三法が公布され、都市緑地保全法も

都市緑地法と改名され、「都市公園の整備」「緑化の推進」「緑地の保全」が一体となった総合的な施策による、
緑の創出・保全を目指すものになりました。 
さらに、平成 29 年の都市緑地法等の改正により、緑の基本計画の記載事項に都市公園の管理の方針に関す

る事項等が追加されました。 
上記のような制度の改正に加えて、上位計画である「砂川市第 7 期総合計画」や「砂川市都市計画マスタープ

ラン」の策定に伴い、これに即したものでなければならないことから、緑の政策に係る各種の施策を総合的・体系的に
展開していく指針となります。 

 
表 本市緑の基本計画にて定める事項 

法に基づき緑の基本計画にて定める事項 本市計画での適用 
緑地の保全及び緑化の目標 ○ 
緑地の保全及び緑化の推進のための施策に関する事項 ○ 
都市公園の整備及び管理の方針、その他緑地の保全及び緑化の推進の方針に関する
事項 

○ 

特別緑地保全地区内の緑地の保全に関する事項 － 
生産緑地地区内の緑地の保全に関する事項 － 
緑地保全地域、特別緑地保全地区及び生産緑地地区以外の区域にあって重点的に
緑地の保全に配慮を加えるべき地区並びに当該地区における緑地の保全に関する事
項 

－ 

緑化地域における緑化の推進 － 
緑化地域以外の区域であって、重点的に緑化の推進に配慮を加えるべき地区及び当
該地区における緑化の推進に関する事項 

－ 
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１－３．計画の位置づけ 
本計画は、都市緑地法第 4条第 3項に規定される通り、本市の「砂川市都市計画マスタープラン」の基本的な

方針に即し、社会情勢の変化に伴う見直しを行ったものです。 
 
図 緑の基本計画の位置づけ 

  

砂川市第 7期総合計画 
（まちづくりの基本方針） 

砂川市都市計画マスタープラン 
（都市計画法第 18条の 2） 

関係機関 

市民 

関連計画 
砂川市地域防災計画 
砂川市森林整備計画 
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市 民 公 表 
協働による緑の都市づくり 

即 す 

即 す 

即 す 

調 整 

意見把握 

連 携 

■都市緑地法 
第１条 この法律は、都市における緑地の保
全及び緑化の推進に関し必要な事項を定め
ることにより、都市公園法その他の都市におけ
る自然的環境の整備を目的とする法律と相
まって、良好な都市環境の形成を図り、もつて
健康で文化的な都市生活の確保に寄与する
ことを目的とする。 

■都市緑地法における「緑の基本計画」の位置づけ 
第４条第 1項 市町村は、都市における緑地
の適正な保全及び緑化の推進に関する措置
で主として都市計画区域内において講じられる
ものを総合的かつ計画的に実施するため、当
該市町村の緑地の保全及び緑化の推進に関
する基本計画を定めることができる。 

参 加 



4 

１－４．計画期間 
本計画の計画期間は、「砂川市第７期総合計画」や「砂川市都市計画マスタープラン」との整合性を図り中期

的な視点の都市づくりを見据えるため、10年後の令和 12年度（2030年度）までを目標年次として設定します。 
それ以降については、計画の進捗状況や社会情勢の変化等を考慮して都市計画マスタープランとの整合性を図

りつつ計画を見直し、さらにその 10年後を目標とするよう、その時代のニーズに即した計画へと更新していくものとしま
す。 

 
図 計画期間イメージ 
 
 

  
第 6 期 総合計画 第 7 期 総合計画 

都市計画マスタープラン 都市計画マスタープラン 

緑の基本計画 緑の基本計画 
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１－５．計画の対象区域 
本計画の対象区域は、都市における緑地の適正な保全と緑化の推進を図る本計画の目的から、砂川市都市

計画区域（2,346ha）を基本とし、都市計画区域に隣接して緑地の保全及び緑化の推進等にかかる施策を計
画する必要がある場合、または、対象区域外であっても、本市の緑地の保全及び緑化の推進に重要な地域・施設
については、本計画の対象と考えるものとします。 

 
図 計画対象区域 
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１－６．緑地の区分 
本計画で取り扱う緑地は、公園・緑地やこれらに準ずる施設緑地と、法や協定、条例等による地域制緑地等に

大別され、さらに、細区分・定義が、以下のフローに示すとおり行われています。 
 
図 緑地の体系 

 

緑 
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緑 
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地
域
制
緑
地
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緑地保全地域（都市緑地法） 
特別緑地保全地区（都市緑地法） 
風致地区（都市計画法） 
生産緑地地区（生産緑地法） 
自然公園（自然公園法） 
自然環境保全地域（自然環境保全法） 
農業振興地域・農用地区域（農業振興地域の整備に関する法律） 
河川区域（河川法） 
保安林区域（森林法） 
地域森林計画対象民有林（森林法） 
保存樹・保存樹林（樹木保存法） 
史跡、名勝、天然記念物等の文化財で緑地として扱える文化財 
（文化財保護法）、等 

市民緑地、公開空地、市民農園（上記以外）、一
時開放広場、公開している教育施設（私立）、市町
村と協定等を結び開放している企業グラウンド、寺社境
内地 

法による地域 

都市公園 

都市公園以外 

公共施設緑地 

民間施設緑地 

都市公園以外
で公園緑地に
準ずる機能を
持つ施設 

都市公園法で規定するもの 

砂川市都市公園条例に基づく公園 

都市公園を除く公共空地、国民公
園、自転車歩行者専用道路、歩行
者専用道路、地方自治体設置又は
市町村条例設置の公園、公共団体
が設置している市民農園 

学校の植栽地、下水処理場等の付
属緑地、道路環境施設帯及び植樹
帯、その他の公共公益施設における
植栽地 等 

公共公益施設
における植栽地
等 

協 定 緑地協定（都市緑地法） 

条例等によるもの 条例・要綱・契約・協定等による緑地の保全地区や緑化の協定地
区、樹林地の保存契約、協定による工場植栽地、等 
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２．計画の構成 
２－１．計画の構成 
本計画における策定の流れと項目の構成は、次に示すとおりです。 
 

 

第 1章 緑の基本計画の概要 

２．計画の構成 

１．緑の基本計画の概要 

１．現況調査 
・緑の充足度や配置バランスの把握を行います。 

２．分析・評価 
・環境保全、レクリエーション、防災、景観構
成の4系統別に緑地を分析・評価します。 

３．市民意向の把握 
・緑をめぐる市民意識の
把握を行います。 

４．上位・関連計画の概要 
・都市づくりの方向性の確認、都市
構造の把握を行います。 

５．総合的な課題の整理 
・系統別分析・評価に市民意向、上位・関連計画の方向性をあわ
せ、総合的な課題の整理を行います。 

第２章 基礎資料の整理 

第３章 緑の基本計画 

１．緑地の保全及び緑化の目標 
・基本理念、目標、計画フレーム等を設定します。 

２．緑地の配置方針 
・系統別及び総合的な緑地配置方針を設定します。 

３．緑地の保全及び緑化の推進のための施策 
・施設緑地、地域制緑地の配置及び推進方針等を設定します。 

４．官民連携の推進 
・市民参加の役割分担や民間事業者との連携など、推進方針を設定します。 
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２－２．計画の策定体制 
本計画の見直しにあたっては、「砂川市第７期総合計画」の内容に即し、また「砂川市都市計画マスタープラン」

の基本方針を受けるとともに、アンケート調査やパブリックコメントなどによる市民からの意見・提言等を踏まえ、最終
的に砂川市都市計画審議会の審議を経て策定するものとします。 
 
図 策定体制 
 

 
 
 
 
・ア ン ケ ー ト 調 査 → 「砂川市第 7 期総合計画」策定にあたって実施された市民意識調査のほか、本計

画や「砂川市都市計画マスタープラン」の策定に関するアンケートにおいて、緑と公園
に関する市民意見の把握を行っています。 

 
・策 定 委 員 会 → 市役所内部において、本計画や「砂川市都市計画マスタープラン」の策定にあたり、

横断的に内容の調整を行っています。 
 
・関 係 機 関 → 北海道と内容の調整を行っています。 
 
・都市計画審議会 → 市の都市計画に関する事項を調査・審議するため、市が設置しているものです。 

砂川市 

・策定委員会 
・事務局 

関係機関 意見の調整 

市 民 

・アンケート調査 
・パブリックコメント 
 

意見の反映 

砂川市 
都市計画審議会 

諮 問 
答 申 
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